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別添２ デジタル・ガバメント実行計画（令和２年12月25日閣議決定）（抄） 

 

  

６ 行政手続のデジタル化 
デジタル手続法では、行政のあらゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結

させるために不可欠なデジタル３原則（①デジタルファースト：個々の手続・サービ

スが一貫してデジタルで完結する、②ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提

出することを不要とする及び③コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、

複数の手続・サービスをワンストップで実現する）を基本原則として明確化するとと

もに、国の行政手続のオンライン化実施を原則とした。同法を踏まえ、以下のとおり、

行政手続のデジタル化に向けた方針を示す。 

各府省は、この方針に従って、別紙１から３までに記載する対象行政手続について、

必要な情報システム整備等を行い、オンライン化等を順次実施する。 
その他の手続についても、順次、オンライン化等の検討を行い、その内容を具体化

していくこととする。新たにオンライン化等の検討を行う際には、本章の行政手続の

デジタル化に向けた方針を踏まえることとする。具体的なオンライン化等の方法とし

ては、既存の情報システム（マイナポータル、e-Gov 等）の利用を第一に検討し、既

存の情報システムでは対応できない場合や、件数が少なく費用対効果等の観点から情

報システム整備等が適当ではない場合には、手続等の性質等も勘案しつつ、各府省ウ

ェブサイト内の簡易な申請ページによる方法や電子メールによる方法等で対応する。 
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12 地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進 
12.1 地方公共団体の行政手続のオンライン化の推進（◎内閣官房、◎総務省、◎内閣

府、関係省庁） 
地方公共団体は、住民に身近な行政サービスを提供する役割を担っており、

地方公共団体の行政手続のオンライン化は、住民の利便性向上という観点から

優先して行う必要がある。 

 デジタル手続法により、デジタルファースト原則などデジタル３原則の下、

地方公共団体の行政手続のオンライン化が努力義務となったことを踏まえ、内

閣官房、総務省及び内閣府は、地方公共団体の行政手続のオンライン化を支援

する。 

 なお、地方公共団体が行政手続のオンライン化を進めるに当たっては、法令

に基づく行政手続だけでなく、条例又は規則に基づく行政手続も含めて対象と

することとし、本計画 6.3（１）を参考にしてバックオフィスを含めたデジタ

ル化や窓口の見直し（対面手続において紙に書くことを求めない、いわゆる「書

かない窓口」への変更等）を含めた業務改革（BPR）の実施を前提に、本計画

6.2.1（１）ア及びイを参考にして本人確認のオンライン化や手数料納付のオン

ライン化、本計画 6.2.2に記載されている添付書類の省略について同時に推進

する。      
 

ア. 汎用的電子申請システムの基盤整備 

手続の受け手である地方公共団体は、これまでも行政手続のオンライン化の取組を

進めてきたものの、2020年（令和２年）４月時点で、手続のオンライン利用可能な情

報システムが整備されていない団体が 192 団体となっている。マイナポータルの「ぴ

ったりサービス」は、地方公共団体等に対する手続について汎用的に活用できること

から、内閣官房、総務省及び内閣府は、原則として、全ての都道府県及び市区町村に

ついて、マイナポータルの「ぴったりサービス」を活用した手続のオンライン化を進

めることができるよう取り組む。 

 

イ. 優先的に取り組むべき手続のオンライン化の推進 

 内閣官房、総務省及び内閣府は、次に掲げる手続（具体的な手続については、別紙

４参照）について、地方公共団体が優先的に、かつ、早急に進めることができるよう、

関係府省と連携しガイドラインの作成等により支援する。 

①処理件数が多く住民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高いと考えられる手続

（内閣官房が実施する「行政手続等の棚卸調査」及び総務省が実施する「地方公共

団体の行政手続等に係るオンライン利用状況の調査」に基づき、地方公共団体に対

する行政手続のうち住民等からの申請の総件数が多いものであり、添付書類等を含

め申請等の全てをオンラインで完結することができるもの（添付書類の入手のため

に請求するものを除く。）） 

 

ウ. 様々な手続のオンライン化の推進 
 内閣官房、総務省及び内閣府は、上記イに掲げる以外の様々な分野の手続について、

地方公共団体がマイナポータルの「ぴったりサービス」を活用してオンライン化に取

り組むことができるよう、支援する。 


